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当社の卸売先が、当社製造の「手押し車」を当社がつけた商品名とは別の名称を付けて販売
していることが判明しました。また、そのなかには商品の梱包箱に表示された当社登録商標
がシールで消されているものもあります。当社商標権によって卸売先による商品の販売をや
めさせることはできないでしょうか。
� （新潟県　Ｍ．Ｍ）

弁理士法人　藤本パートナーズ　白井 里央子◇弁理士

１．商標権侵害

商標権者は指定商品または

指定役務（以下、指定商品等）につい

て登録商標を使用する権利を専有しま

すので（25条）、権限のない第三者が

指定商品等と同一の商品・役務に登録

商標と同一の商標を使用する行為は、

商標権の侵害となります。

また、この他にも、指定商品等につ

いての登録商標に類似する商標の使

用、あるいは指定商品等に類似する商

品・役務についての登録商標またはこ

れに類似する商標の使用等はいわゆる

間接侵害となり、商標権の侵害に該当

します（37条）。

２．本件の卸売先の行為

卸売先の行為は下記の２つに分けら

れます。これが商標権侵害に該当する

のであれば、卸売先に商品の販売中止

を求めることができます。

行為①：貴社製造の商品に（貴社登

録商標が表示されたままの状態で）貴

社とは異なる商標（商品名）を付して

商品を販売した。

行為②：商品の梱包箱に表示された

貴社登録商標を抹消し、その商品を販

売した。
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号〉があります。

「商標権者が指定商品に付した登録

商標を、商標権者から譲渡を受けた卸

売業者等が流通過程で剝離抹消し、さ

らには異なる自己の標章を付して流通

させる行為は、登録商標の付された商

品に接した取引者や需要者がその商品

の出所を誤認混同するおそれを生ぜし

めるものではなく、上記行為を抑止す

ることは商標法の予定する保護の態様

とは異なるといわざるを得ない。した

がって、上記のような登録商標の剝離

抹消行為等が、それ自体で商標権侵害

を構成するとは認められないというべ

きである」

４．対策

このように、既に貴社が卸売先へ販

売した商品について、商標権侵害を根

拠に販売停止を求めることは難しいと

思われます。したがって、ブランドの

統一化を図る目的等により、卸売先に

商品名を変更されたくない場合には、

卸売先へ商品を販売する際の条件とし

て、事前にその旨の合意を書面で得て

おくことが望ましいと考えますのでご

検討ください。

３．考察

行為①について、卸売先が使用する

商標が貴社の登録商標と同一または類

似する場合には、貴社商標権を侵害し

ている可能性が高いといえます。一方、

わが国の商標法において、流通過程で

正当に譲渡された商品に新たな別の商

標を付する行為が侵害に該当するとの

規定はありませんので、卸売先が使用

する商標が貴社の登録商標と類似しな

ければ、行為①が貴社商標権の侵害に

該当する可能性は低いでしょう。

次に行為②については、商品の流通

過程で登録商標を剝離・抹消する行為

が商標権侵害に該当するか否かが問題

となります。この点については諸説あ

りますが、商標法上、商標権侵害は正

当な権限を有さない者が指定商品等が

同一・類似の範囲内で、登録商標と同

一・類似の商標を使用する場合に成立

することが基本であり（25条および

37条）、登録商標を剝離・抹消する行

為自体が商標権侵害に該当するとの明

文規定はありません。そのため、行為

②が商標権侵害に該当する可能性は低

いと考えます。
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